
地⽅創⽣推進交付⾦、地⽅創⽣拠点整備交付⾦及び
地⽅創⽣加速化交付⾦効果検証事業について
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内閣府地方創生推進事務局

〜平成29年度⾏政事業レビュー・公開プロセス〜

資 料 １



Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度
の人口を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現した
場合の出生率
（国民希望出生率）＝1.8

◆「東京一極集中」の
是正

Ⅱ.成長力の確保

◎2050年代に実質GDP
成長率1.5〜２%程度維
持
（人口安定化、生産性向
上が実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野）

基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化（ローカルイノベーション）、地域の魅力のブランド化（ローカル
ブランディング）、地域のしごとの高度化（ローカルサービスの生産性向上）

・事業承継円滑化のため税理士の知見をM&Aに活用する実証的事業
・地域経済を牽引する地域未来牽引事業を支援するため、法的枠組みをはじめ、
新たな税制・補助制度、金融、規制緩和など、様々な政策手段を組み合わせて、

集中的に支援

②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・日本版DMO候補法人登録制度の効果的運用による優良事例の横展開等の実施、
DMOの安定的な財源確保の検討

・スポーツツーリズムの推進、古民家等の歴史的資源の活用
・観光消費拡大等のための受入環境整備

③農林水産業の成長産業化
・「農林水産業・地域の活力創造プラン」を改訂 （生産資材価格引下げ、流通・加工
構造の改革、生乳流通改革、土地改良制度の見直し、収入保険制度の導入、
輸出インフラの整備）

・在外公館、ジャパンハウスも活用した農林水産物・食品の輸出拡大
・農工法の見直し等において、地方創生に資する、農泊やサテライトオフィス、ICT、
バイオマス、日本版CCRCを追加

④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・プロ人材の還流の加速化、都市部大企業との連携強化による多様な人材交流

促進等の検討

⑤地方創生インターンシップの推進

①政府関係機関の地方移転
・政府機関移転の着実な推進、サテライトオフィスの可能性の検討

②企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の拡大
③地方移住の推進
・子供たちを含めた都市と農山漁村交流の推進、農泊、「生涯活躍のまち（日本版
CCRC）」の推進

・「地域おこし協力隊」の拡充

④地方大学の振興等
・知の拠点としての地方大学強化プラン、地元学生定着プラン、地域人材育成プラ
ン
・地方大学の振興、地方における雇用創出、東京の大学新増設の抑制・地方移転
の
促進等の検討

⑤地方創生インターンシップの推進

主な施策

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
②若い世代の経済的安定
③出産・子育て支援
④地域の実情に即した「働き方改革」の推進
・「地域働き方改革会議」における働き方改革の推進（「包括的支援」「アウトリーチ

支援」 「地方就労・自立支援」等の取組普及)

①まちづくり・地域連携
・空き店舗対策についてインセンティブ、ディスインセンティブ両面から検討
・クラウドファンディング等による空き店舗等の再生のための不動産特定共同事業
制度の見直し

②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
・地域運営組織の持続的な活動のため農協や商工会等との連携、地縁型組織の
法人化に適した法人制度のあり方の検討

③東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題への対応

④住民が地域防災の担い手となる環境の確保
⑤ふるさとづくりの推進
⑥健康寿命をのばし生涯現役で過ごせるまちづくりの推進
⑦温室効果ガスの排出を削減する地域づくり

○「⼩さな拠点」の形成
・「小さな拠点」の形成数 1000か所

：722か所（2016年度）
・住民の活動組織（地域運営組織）形成数

3,000団体 ：1,680団体（2015年度）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏の形成数 30圏域

：17圏域（2016年10月）

○既存ストックのマネジメント強化
・中古・リフォーム市場規模20兆円

：11兆円（2013年）

① 地⽅にしごとをつくり、安⼼して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：9.8万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：93.6%（2015年）
全ての世代の割合：94.0%（2015年）

◆女性の就業率 2020年までに77%
：71.6％（2015年）

長期ビジョン

② 地⽅への新しいひとの流れをつくる
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)
・地方→東京圏転入 ６万人減
・東京圏→地方転出 ４万人増

現状：年間12万人の転入超過（2015年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016 改訂版）（～2019年度）

③ 若い世代の結婚・出産・⼦育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達成し

ていると考える人の割合40%以上 ：19.4%（2013年度）

◆第１子出産前後の女性継続就業率55%：53.1%（2015
年）

◆結婚希望実績指標 80% ：68%(2010年)
◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95%

：93%（2015年）

○農林⽔産業の成⻑産業化
・６次産業化市場10兆円 ：5.1兆円（2014年度）
・農林水産物等輸出額 １兆円：7,451億円(2015年)

○観光業を強化する地域における連携体制の
構築
・訪日外国人旅行消費額８兆円 ：3兆4771億円(2015
年)

○地域の中核企業、中核企業候補⽀援
・3年間で2,000社支援

ローカルイノベーション分野で、地域中核企業候補の平均売上高

を５年間で３倍（60億円）

・雇用数８万人創出 ：0.1万人（2015年度）

○地⽅移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件

：約7,600件（2015年度）

○企業の地⽅拠点機能強化
・拠点強化件数7,500件増加 ：1,403件※

・雇用者数４万人増加 ：11,560人※

○地⽅⼤学活性化
・自道府県大学進学者割合平均36%

：32.2%（2016年度）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率79%に向上 ：76.1%（2015年）

○妊娠・出産・⼦育ての切れ⽬ない⽀援
・支援ニーズ高い妊産婦への支援実施100%

：86.4%(2015年度)

○働き⽅改⾰とワーク・ライフ・バランス実現
・男性の育児休業取得率13%  ：2.65%(2015年）

主要施策とKPI

まち・ひと・しごと創⽣「⻑期ビジョン」と「総合戦略（2016 改訂版）」の全体像まち・ひと・しごと創⽣「⻑期ビジョン」と「総合戦略（2016 改訂版）」の全体像

時代に合った地域をつくり、安⼼な暮らしを守るとともに、④ 時代に合った地域をつくり、安⼼な暮らしを守るとともに、
地域と地域を連携する
◆立地適正化計画を作成する市町村数 150市町村：４市町村(2016年)
◆立地適正化計画に位置付けられた誘導施設について、市町村全域に存する当該

施設数に対して、都市機能誘導区域内に立地する当該施設数の占める割合が増加

している市町村数 100市町村
◆市町村の全人口に対して、居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が増

加している市町村数 100市町村
◆公共交通の利便性の高いエリアに居住している人口割合

（三大都市圏） 90.8% ：90.6%（2015年度）
（地方中枢都市圏） 81.7%                   ：79.1%（2015年度）
（地方都市圏） 41.6%                   ：38.7%（2015年度）
◆地域公共交通再編実施計画認定総数 100件

：13件（2016年9月末時点）

※平成26年12月27日閣議決定 平成28年12月22日改訂

地⽅の「平均所得の向上」による「しごと」と「ひと」の好循環作り

好循環を⽀える、まちの活性化

※地域再生計画（H28.11）に記載された目標
値
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地⽅創⽣の新展開に向けて

◎国の総合戦略策定

◎地⽅版総合戦略策定

◎ローカル・アベノミクスへの重点化
◎地⽅の⾃主的な発意には柔軟な対応

・地⽅創⽣推進交付⾦（1,000億円）

・地⽅創⽣拠点整備交付⾦（900億円）

・企業版ふるさと納税

２０１４

２０１５

２０１６

地⽅創⽣の本格稼働

地⽅の体制整備

地⽅創⽣のスタートアップ

・地⽅創⽣先⾏型交付⾦

（1,700億円）

・地⽅創⽣加速化交付⾦

（1,000億円）

・地⽅拠点強化税制

２０１７

地⽅創⽣の新展開

◎総合戦略の中間年
◎既存の取組を加速化するための

新たな施策により地⽅創⽣の新展開

・地⽅創⽣に資する⼤学改⾰
・地域資源を活⽤した「しごと」づくり
・空き店舗、遊休農地、古⺠家 等

遊休資産の活⽤
・政府関係機関の地⽅移転
・中央省庁のサテライトオフィス

平成29年度は、まち・ひと・しごと創⽣総合戦略の中間年であり、既存の取組を
加速化するための新たな施策により、地⽅創⽣の新展開を図る。

「しごと」をつくる 「ひと」の流れを変える 結婚・⼦育ての希望実現 「まち」をつくる
・若者雇⽤創出数（地⽅）

５年間で30万⼈
9.8万⼈創出

・地⽅・東京圏の転出⼊均衡

東京圏年間転⼊超過
10万⼈（2013年）

➡ 12万⼈（2016年）
・第１⼦出産前後の⼥性
継続就業率 55％
38.0%（2010年）

➡53.1%（2015年）

・農林⽔産業６次産業化
市場規模 10兆円
4.7兆円（2013年）

➡5.1兆円（2014年）

・「⼩さな拠点」の地域運営組織
形成数 3,000団体
1,656団体（2014年）

➡3,071団体（2016年）
・⽴地適正化計画を作成する市町村数

150都市
➡100都市 （2016年度末）

・合計特殊出⽣率
1.43（2013年）

➡ 1.45（2015年）

◎主な基本⽬標・ＫＰＩ（２０２０年⽬標）
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○ 地⽅版総合戦略に基づいて、地⽅公共団体が⾃主的・主体的に⾏う先導的な取組に対し、地⽅創⽣推進交付⾦に
より⽀援することにより、地⽅創⽣の更なる深化を推進。

（対象事業例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング（日本版DMO等）、生涯活躍のまち、働き方改

革、小さな拠点等

○ 交付対象事業については、KPIの設定とそれに基づくPDCAサイクルの整備を前提に、地域再⽣法に基づく法律補
助の地⽅創⽣推進交付⾦により、複数年度にわたり、継続的かつ安定的に⽀援。

○ 平成29年度からは、地⽅の要望を踏まえ、交付上限額やハード事業割合などの点について運⽤の弾⼒化を⾏うとと
もに、地⽅の「平均所得の向上」等の観点から地⽅創⽣にとって効果の⾼い分野を重点的に⽀援。

○ 「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」における政策パッケージごとの内訳は以下の通り。
ⅰ）地⽅にしごとをつくり、安⼼して働けるようにする
ⅱ）地⽅への新しいひとの流れをつくる
ⅲ）若い世代の結婚・出産・⼦育ての希望をかなえる
ⅳ）時代に合った地域をつくり、安⼼なくらしを守るとともに、地域と地域を連携する

平成29年度 地⽅創⽣関連予算等について

2,062億円

651億円

1,417億円

2,407億円

○ 地⽅公共団体が、地域の実情に応じ、⾃主的・主体的に地⽅創⽣に取り組むことができるよう、平成29年度
地⽅財政計画の歳出に、「まち・ひと・しごと創⽣事業費」（１兆円）を計上。

○ 少なくとも総合戦略の期間である５年間は継続し、１兆円程度の額を維持。

○ ⼦ども・⼦育て⽀援制度の円滑な施⾏を進めるとともに、医療・介護サービスの提供体制改⾰等を促進。

① 地⽅創⽣推進交付⾦の確保 1,000億円

③ まち・ひと・しごと創⽣事業費（地⽅財政計画） 1 兆円

② 総合戦略等を踏まえた個別施策（①の交付⾦を除く） 6,536億円

④ 社会保障の充実 1 兆224億円
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国
交付金（１/２）

都道府県
市町村

①先駆性のある取組

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、中

核的人材の確保・育成

例）ローカル・イノベーション、ローカル・ブランディング

（日本版DMO）、生涯活躍のまち、働き方改革、小さな拠点等

②先駆的・優良事例の横展開

・地方創生の深化のすそ野を広げる取組

③既存事業の隘路を発見し、打開する取組

・既存事業の隘路を発見し、打開するための取組

○本格的な事業展開の段階を迎えた地方創生について、更なる

深化のため、地方創生推進交付金により支援

①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体的

で先導的な事業を支援

②KPIの設定とPDCAサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事

業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制

度・運用を確保

※ 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（５ヶ

年度以内）を作成し、内閣総理大臣が認定

地方創生推進交付金

２9年度概算決定額 1,000億円（28年度予算額 1,000億円）

事業概要・目的 対象事業・具体例

資金の流れ

具体的な
「成果目標（KPI）」

の設定

「PDCAサイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じる）

① 交付上限額の引上げ（事業費ベース）

【都道府県】 先駆 6.0億円（28年度：4.0億円）

横展開・隘路打開 1.5億円（28年度：1.0億円）

【市区町村】 先駆 4.0億円（28年度：2.0億円）

横展開・隘路打開 1.0億円（28年度：0.5億円）

※ 地方の平均所得の向上等の観点から特に効果的な取組は、交

付上限額を超えて交付することが可能。

② ハード事業割合

・計画期間を通じたハード事業の割合は、原則として1/2未満。

・ただし、1/2以上になる事業でも、地方の平均所得の向上等の観

点から地方創生への高い効果が認められる場合は申請可能。

29年度からの運用弾力化
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地⽅創⽣推進交付⾦創設の経緯 １
１ これまでとは異なる「新型交付金」

平成26年12⽉27⽇閣議決定 まち・ひと・しごと創⽣総合戦略
「地⽅版総合戦略」を中⼼に、地⽅公共団体が⾃主性・主体性を持って、地⽅創⽣に関する政策を実施すると

ともに、具体的な成果指標等により同政策の効果検証と改善を⾏うPDCAサイクルを確⽴することが必要である。
こうした地⽅公共団体の取組について、必要な財源を確保しつつ財政的⽀援を⾏うため、使途を狭く縛る個別補
助⾦や、効果検証の仕組みを伴わない⼀括交付⾦とは異なる、第三のアプローチを志向する。

２ 地方公共団体からの意見を踏まえて設計

３ 経済財政諮問会議でも検討

平成27年5⽉26⽇ 地⽅六団体 地⽅創⽣のさらなる推進に向けて
新型交付⾦の創設
• 上記の⼀般財源総額の確保に加え、地⽅創⽣の取組を深化させ、地⽅の創意⼯夫等により⼒強い潮流をつく
るための新型交付⾦を創設すること。

• 新型交付⾦の規模については、平成26年度補正予算で措置された「地⽅創⽣先⾏型交付⾦」を⼤幅に上回る
額を確保すること。

• 少なくとも当⾯の5年間を⾒据えて施策展開を図れるよう、継続的な交付⾦とし、その⾒通しを⽰すこと

平成27年5⽉12⽇ 経済財政諮問会議 ⺠間議員提出資料
関係府省が統⼀的な⽅針の下、連携して必要な財源を確保し、先駆的事業・優良事業を中⼼に、地⽅創⽣の

取組を⼀元的かつ効率的に⽀援する新たな交付⾦を創設する。

４ 関係府省庁が連携し、財源を拠出

平成27年6⽉30⽇閣議決定 まち・ひと・しごと創⽣基本⽅針2015
地⽅創⽣の深化に向けて、統⼀的な⽅針の下で関係府省庁が連携し、地⽅創⽣予算への重点化により財源確

保を⾏い、従来の「縦割り」の事業を超えた財政⽀援を⾏う「新型交付⾦」を創設する。 5



地⽅創⽣推進交付⾦創設の経緯 ２
５ 規模は1,000億円以上に

平成27年8⽉4⽇ まち・ひと・しごと創⽣本部決定 地⽅創⽣の深化のための新型交付⾦の創設等について
１．新型交付⾦の創設
（２）新型交付⾦に係る平成28年度予算の要求・要望は、地⽅からの要望等を踏まえ、予算額で1,000億円を超
える規模（事業費で2,000億円を超える規模）のものとする。その財源は、「平成28年度予算の概算要求に当
たっての基本的な⽅針について」（平成27年7⽉24⽇閣議了解）に基づき、以下の通り、関係府省が連携し、地
⽅創⽣関連の事業に予算要求を重点化する中で確保する。（以下、略）

６ 地域再生法に法定交付金として位置付け

平成28年4⽉20⽇施⾏ 地域再⽣法の⼀部を改正する法律
（地域再⽣計画の認定）

第五条 地⽅公共団体は、単独で⼜は共同して、地域再⽣基本⽅針に基づき、内閣府令で定めるところにより、地域再⽣を図るための計画（以下「地
域再⽣計画」という。）を作成し、内閣総理⼤⾂の認定を申請することができる。
２・３（略）
４ 第⼆項第⼆号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。
⼀ まち・ひと・しごと創⽣法第九条第⼀項に規定する都道府県まち・ひと・しごと創⽣総合戦略（次号において単に「都道府県まち・ひと・しごと
創⽣総合戦略」という。）に同条第⼆項第三号に掲げる事項として定められた事業⼜は同法第⼗条第⼀項に規定する市町村まち・ひと・しごと創⽣総
合戦略（次号において単に「市町村まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」という。）に同条第⼆項第三号に掲げる事項として定められた事業であって次
に掲げるもののうち、地⽅公共団体、事業者、研究機関その他の多様な主体との連携⼜は分野の異なる施策相互の有機的な連携を図ることにより効率
的かつ効果的に⾏われるものその他の先導的なものに関する事項
イ 地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化⼜は⽣活環境の整備に資する事業（ロに掲げるものを除く。）であって次に掲げるもの
（１） 結婚、出産⼜は育児についての希望を持つことができる社会環境の整備に資する事業
（２） 移住及び定住の促進に資する事業
（３） 地域社会を担う⼈材の育成及び確保に資する事業
（４） 観光の振興、農林⽔産業の振興その他の産業の振興に資する事業
（５） （１）から（４）までに掲げるもののほか、地⽅公共団体が地域再⽣を図るために取り組むことが必要な政策課題の解決に資する事業
ロ 地域における就業の機会の創出、経済基盤の強化⼜は⽣活環境の整備のための基盤となる施設の整備に関する事業であって次に掲げるもの
（１） 道路、農道⼜は林道であって政令で定めるものの⼆以上を総合的に整備する事業
（２） 下⽔道、集落排⽔施設⼜は浄化槽であって政令で定めるものの⼆以上を総合的に整備する事業
（３） 港湾施設及び漁港施設であって政令で定めるものを総合的に整備する事業

第⼗三条 国は、認定地⽅公共団体に対し、当該認定地⽅公共団体の認定地域再⽣計画に第五条第四項第⼀号に掲げる事項が記載されている場合にお
いて、同号に規定する事業に要する経費に充てるため、政令で定めるところにより、予算の範囲内で、交付⾦を交付することができる。 6



地方版総合戦略の事業推進段階
（地域再生法に基づき、地域再生計画に位置付けられた事業を支援）

【27年度】

26補正
地方創生先行型交付金
基礎交付： 1,400億円
上乗せ交付： 300億円

27補正
地方創生加速化交付金

1,000億円

【28年度】

地方版総合戦略の策定段階

○自治体の自主的・主体的な取組で、先導的なものを支援

○ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の「縦割り」事業を超えた取組を支援

【地方公共団体の事業執行年度】

【29年度】

28補正
地方創生拠点整備交付金

900億円
（事業費ベース1,800億円）

28当初
地方創生推進交付金

1,000億円
（事業費ベース2,000億円）

29当初
地方創生推進交付金

1,000億円
（事業費ベース2,000億円）

７

地⽅創⽣関係交付⾦の概要（イメージ）



地方創生推進交付金におけるPDCAサイクルの基本的な考え方

○地方創生推進交付金においては、PDCAサイクルを通じて、地方公共団体が自主的に設定した
KPIに基づく 客観的な効果検証を実施。

○地方創生推進交付金のKPIの達成状況については、国においても地方公共団体より報告を受け、
検証を行った上で、次年度以降の交付金の交付に反映。

地
方
版
総
合
戦
略

地
方
創
生
推
進
交
付
金

地方版総合戦略

・KPIの設定
・PDCAサイクルの確立

必要に応じて
地方版総合戦略

の見直し

KPIの達成状況を

国に報告（要綱で担保）

交
付
申
請

地
方
公
共
団
体
が

検
証
（外
部
有
識
者

の
意
見
聴
取
・議
会

の
関
与
）

事
業
の
実
施

見直し後の地方版総合戦略
に対してPDCAサイクルを継続

・・

検証の上、次年度
以降の交付に反映

地方

国

反映

反映

事
業
の
実
施

P:策定 D:実施 C:検証 A:見直し 実施 ・・・

関係各府省の参画を得ながら
事業内容の審査・交付

初年度 次年度以降

地
方
公
共
団
体
が

検
証
（外
部
有
識
者

の
意
見
聴
取
・議
会

の
関
与
）
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地⽅創⽣推進交付⾦の申請要件

（申請要件１）
• ふさわしい具体的なKPI（重要業績評価指標）を設定し、PDCAサイクルを整備する（効
果検証と事業⾒直しの結果の公表を含む）。

（申請要件２）
• 事業内容や⼿法等について、①⾃⽴性、②官⺠協働、③地域間連携、④政策間連携の４つ

の要素が全て含まれる。

＜先駆タイプ＞

（申請要件１）
• ふさわしい具体的なKPI（重要業績評価指標）を設定し、PDCAサイクルを整備する（効
果検証と事業⾒直しの結果の公表を含む）。

（申請要件２）
• 事業内容や⼿法等について、①⾃⽴性に加え、②官⺠協働、③地域間連携、④政策間連携
の３つの連携要素のうち少なくとも２つの要素が含まれる。

＜横展開・隘路打開タイプ＞

9



平成29年度地方創生推進交付金実施計画より抜粋 10

先駆タイプについては外部有識者が、横展開・隘路打開タイプについては事務局が、対象事業について、しごと創
⽣分野、地⽅への⼈の流れ分野、働き⽅改⾰分野、まちづくり分野の各分野ごとに、先駆性の着眼点である⾃⽴性、
官⺠協働、政策間連携、地域間連携等の評価基準に基づき、個々の事業について評価を⾏い決定している。

取組内容
⾃⽴性

※ 事業を進めていく中で、
「稼ぐ⼒」が発揮され、事
業推進主体が⾃⽴していく
ことにより、将来的（３〜
５年後）に本交付⾦に頼ら
ずに、事業として⾃⾛して
いくことが可能となる事業
であること。
具体的には、事業収⼊や

会員からの収⼊をはじめ、
歳出・歳⼊⾯での財源確保
に取り組むこと。

⾃⽴性のポイント：

３〜５年後の⾃⽴化の⾒込み

⾃主財源の種類 ⾃主財源の内容と実現⽅法

【A】

【B】

【C】

【D】

各年度における
⾃主財源額

平成29年度
（１年⽬）

平成30年度
（２年⽬）

平成31年度
（３年⽬）

平成32年度
（４年⽬）

平成33年度
（５年⽬）

【A】

【B】

【C】

【D】

合計 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

地⽅創⽣推進交付⾦の評価基準について



平成29年度地方創生推進交付金実施計画より抜粋 11

取組内容

官⺠協働
地⽅公共団体のみの取組ではなく、⺠間と協働して⾏う事業であること。また、単に
協働するにとどまらず、⺠間からの資⾦（融資や出資など）を得て⾏うことがあれば、
より望ましい。

政策間連携
単⼀の政策⽬的を持つ単純な事業ではなく、複数の政策を相互に関連づけて、全体と
して、地⽅創⽣に対して効果を発揮する事業であること。また、利⽤者から⾒て意味
あるワンストップ型の窓⼝等を整備して⾏う事業であること。

地域間連携 単独の地⽅公共団体のみの取組ではなく、関係する地⽅公共団体と連携し、広域的な
メリットを発揮する事業であること。

事業推進主体の形成
事業を実効的・継続的に推進する主体が形成されること。特に、様々な利害関係者が
含まれつつ、リーダーシップを発揮できる強⼒な⼈材を確保するとともに、必要な能
⼒、知識を有した⼈材を適切な⼿段で確保することが望ましい。

地⽅創⽣⼈材の確保・育成 事業を推進していく過程において、地⽅創⽣に役⽴つ⼈材の確保や育成に資するもの
であること。

国の総合戦略における政策５
原則等

国の総合戦略における政策５原則（将来性、地域性⼜は直接性）の観点や新規性など、
他の地⽅公共団体において参考となる先駆的事業であること。

＜国の総合戦略における政策５原則（まち・ひと・しごと政策５原則）＞
⾃⽴性・・・・ 国の⽀援がなくとも事業が継続
将来性・・・・ 地⽅の前向きで⾃主的・主体的な取組を⽀援
地域性・・・・ 客観的なデータに基づき、地域にあった施策を⽀援
直接性・・・・ 産官学⾦労⾔⼠の連携による効果の⾼い⼯夫を⾏う
結果重視・・・ KPIを設け、PDCAメカニズムを検証



取組内容
KPI①（アウトカムベースで、複数年度を通じて
評価指標としてふさわしいもの）

KPI②
KPI③
KPI④（アウトカムベースで、複数年度を通じて
地⽅の平均所得の向上としてふさわしいもの）

設定したKPIが複数年度にわたって費⽤対効果
を計測するのに適している理由（「地⽅の平均

所得の向上」に該当する理由も記載）

地⽅版総合戦略における基本⽬標と数値⽬標

事業開始前
（現時点）

平成29年度
（１年⽬）

平成30年度
（２年⽬）

平成31年度
（３年⽬）

平成32年度
（４年⽬）

平成33年度
（５年⽬）

KPI増加分
の累計

KPI①【①】 0.00

KPI②【②】 0.00

KPI③【③】 0.00

KPI④【④】 0.00

平成29年度
（１年⽬）

平成30年度
（２年⽬）

平成31年度
（３年⽬）

平成32年度
（４年⽬）

平成33年度
（５年⽬） 合計

交付対象事業費【⑤】
※２年⽬以降の交付額が担保されるものではない。 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業費における単位当たりコスト
【⑤／①】 0.00千円 0.00千円 0.00千円 0.00千円 0.00千円 0.00千円

「地⽅の平均所得の向上」における単位当たり
コスト【⑤／④】 0.00千円 0.00千円 0.00千円 0.00千円 0.00千円 0.00千円

交付対象事業全体における単位当たりコスト
【⑤の合計／①の合計】 0.00千円

交付対象事業におけるハード事業経費【⑥】 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

交付対象事業におけるハード事業⽐率
【⑥／⑤】 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
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＜対象とならない経費＞
本交付⾦においては、以下の経費については、原則として、⽀援の対象外とする。

・ ⼈件費（地⽅公共団体の職員の⼈件費）
地⽅公共団体職員の⼈件費を対象外とするものであり、委託事業において、委託

費の中に事業実施のための⼈件費相当が含まれていても、⼈件費であることをもっ
て対象外とはしない。

・ 特定の個⼈や個別企業に対する給付経費及びそれに類するもの
・ 施設や設備の整備、備品購⼊⾃体を主⽬的とするもの

地⽅創⽣推進交付⾦の⽀援対象外
（「平成28年度における地⽅創⽣推進交付⾦の取扱い」より抜粋）

＜国による他の補助⾦等との関係＞
１つの地⽅創⽣事業において、明確な役割分担の下で、本交付⾦の活⽤に加え、他
の国庫補助⾦等も併せて有効活⽤を図ることは、望ましいものである。
その際、他の国庫補助⾦等の対象となる可能性のある事業については、その補助制

度の活⽤が優先され、本交付⾦の対象とはしない。
なお、本交付⾦の交付対象とする個別事業の選定・検証等については、関係各省庁
の参画を得ながら内閣府地⽅創⽣推進事務局において対応することとしている。 13



地⽅創⽣推進交付⾦の審査体制
第１段階〈審査担当官審査〉
 複数名の審査官でグループを作り、担当する事案について、審査官ごとに審査。
※ 複数の審査官で審査結果に⼤きなズレが⽣じている場合には、グループ内で議論し審査結果を調整。

 １つの申請につき、分野別・都道府県別で複数回、審査官による審査を⾏い、最終的な審査結果を調整・確定。

第２段階〈参事官審査〉
 関係各府省出⾝の課⻑級職員（参事官）に、各担当分野に属する案件を審査。
 分野ごとの審査結果や、審査官による評価に⼤きなずれがあった場合には、全体の結果を踏まえ、調整。

第３段階〈外部有識者による審査〉
 先駆タイプに該当する申請については、地⽅創⽣推進交付⾦評定委員により書⾯審査。
 分野ごとに分科会を開催し、各申請事業の審査結果について、評定議員の合議により決定。

第４段階〈審査結果の最終調整〉
 分野別の評価のブレなどを踏まえ、先駆タイプも含め、全申請案件について最終調整。
 評定委員による書⾯審査の結果や分科会での議論に基づき、評定委員による審査の対象とはならない横展開・隘
路打開タイプの申請に関する審査結果を調整。 14



しごと創⽣分野①（農林⽔産及び観光分野を除く）
・冨⼭ 和彦 株式会社 経営共創基盤 代表取締役ＣＥＯ
・野⽥ 由美⼦ PwCアドバイザリー合同会社 パートナー
・松原 宏 東京⼤学⼤学院 総合⽂化研究科 教授
しごと創⽣分野②（農林⽔産分野）
・図司 直也 法政⼤学 現代福祉学部 教授
・中嶋 康博 東京⼤学⼤学院 農学⽣命科学研究科 教授
しごと創⽣分野③（観光分野）
・⼤社 充 NPO法⼈ グローバルキャンパス 理事⻑
・鶴⽥ 浩⼀郎 NPO法⼈ ハットウ・オンパク 代表理事
・⾒並 陽⼀ 公益社団法⼈ ⽇本観光振興協会 前理事⻑
地⽅への⼈の流れ・働き⽅改⾰分野
・阿部 正浩 中央⼤学 経済学部 教授
・樋⼝ 美雄 慶應義塾⼤学 商学部 教授
・福井 隆 東京農⼯⼤学⼤学院 客員教授
まちづくり分野
・坂井 ⽂ 東京都市⼤学 都市⽣活学部 教授
・辻 琢也 ⼀橋⼤学 副学⻑
・⾺場 正尊 株式会社 オープン・エー 代表取締役

平成28年度地⽅創⽣推進交付⾦評定委員
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交付金（１/２）
都道府県
市町村

【主な対象施設のイメージ】
 ローカルイノベーションに資する公設試験研究機関

（附帯設備を含む）の改修等

 地域経営の視点に立った観光地域づくりに効果的な観
光施設の改修等

 地域全体としてのブランディング戦略の確立に資する
収益施設等（６次産業化施設等を含む）の整備

 生涯活躍のまちの推進に資する多世代交流の拠点施設
（既存施設の改修等を含む）の整備

 移住定住促進のために行う空き施設の改修等

 小さな拠点づくりに資する地域コミュニティ組織の日
常的な活動の場として機能する基幹的な拠点施設の整
備（廃校舎、旧役場、公民館等の改修を含む）

【手続き】
○ 地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画を作成

し、内閣総理大臣が認定。

○ 未来への投資に向けて、地方公共団体の地方版総合戦

略に基づく自主的・主体的な地域拠点づくりなどの事業

について、地方の事情を尊重しながら施設整備等の取組

を推進するための交付金を創設。

① ローカルアベノミクス、地方への人材還流、小さな

拠点形成などに資する、未来への投資の実現につな

がる先導的な施設整備を支援

② ＫＰＩを伴うＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の

「縦割り」事業を超えた取組

地方創生拠点整備交付金

28年度第二次補正予算 900億円（事業費ベース 1,800億円）
※道、汚水処理施設、港の公共事業（３０.２億円）を含む

事業概要・目的 事業イメージ

資金の流れ

○ 未来への投資につながる施設整備等を行うことにより、

地方における安定した雇用創出、地方への新しいひとの

流れ、まちの活性化など地方創生の深化に寄与

期待される効果

具体的な
「成果目標（ＫＰＩ）」

の設定

「ＰＤＣＡサイクル」
の確立
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（取組の概要）
• 秋⽥県⽴⼤学は、⼤学の付置機関として全国で

唯⼀「⽊材」を冠する専⾨教育・研究機関であ
る「⽊材⾼度加⼯研究所」があり、全国屈指の
⾼度な⽊材産業の集積に貢献。

• 地⽅創⽣拠点整備交付⾦を活⽤し、同研究所に、
耐⽕試験棟を耐⽕試験炉と⼀体的に整備するこ
とにより、新たな⽊質部材や低投資型ＣＬＴ等
の実⽤化・商品化に向けた実証・製造を推進。

• 併せて、⽊材⾼度加⼯研究所に併設されている
（公財）秋⽥県⽊材加⼯推進機構が、リエゾ
ン・オフィスとして、
①技術移転、
②研究開発・技術開発等の情報収集・広報、
③企業等に対する技術相談や訪問指導、
④技術向上⽀援、
⑤性能評価・試験の実施
など、⼤学と⺠間との橋渡しや成果の社会への
還元に取り組み、官⺠協働を実現。

＜写真＞
上段－秋⽥県⽴⼤学⽊材⾼度

加⼯研究所
中段－同研究所でのCLT公開

実験
下段－同研究所での開発技術の

実⽤化事例（円筒LVL）

（出典）公⽴⼤学法⼈秋⽥県⽴⼤学

【参考１】⽊材⾼度加⼯研究所研究・開発機能強化事業（秋⽥県）
（地⽅創⽣拠点整備交付⾦第１回募集採択 交付予定額：330,961千円）
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（取組の概要）
• 安川電機の創業発起⼈、安川敬⼀郎（１８４９

〜１９３４）が住んだ旧安川邸を新たな観光拠
点として整備（２０１９年度に⼀般開放予定）。

• 中国の⾟亥⾰命を指導した孫⽂も宿泊するなど
由緒ある建物であるが、現在は空き家。２年前
に「地域のために使いたい」と同社が市に相談。
ものづくりの歴史を知る上で貴重な場所として
活⽤決定。

• 同社は市に⼟地約１万３５００平⽅メートルを
無償で貸し、建物を無償譲渡。市は約６億円か
けて⽼朽化した建物を改修し、飲⾷スペースや
ギャラリー等を整備。公開後は年間３万〜６万
⼈の来場者を⽬指す。

（北橋市⻑）
「ギャラリーでは孫⽂と安川家の関わりも紹介し、
観光客誘致に役⽴てたい。国内はもとより、中国
⼈旅⾏者の集客にもつなげたい。」
（⼩笠原社⻑） 「北九州の発展に貢献したい。」

【参考２】旧安川邸利活⽤事業（福岡県北九州市）
（地⽅創⽣拠点整備交付⾦第１回募集採択 交付予定額：165,000千円）

＜写真＞
上段－旧安川邸
中段－孫⽂（中央の中

段）と安川家の記
念写真

下段－⼩笠原社⻑と北橋
市⻑
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国

委託費

民間事業者等

【概要】

○ 平成27年度に措置された地方創生加速化交付金で採

択された事業について、各分野の代表的な事業を２～

３事業選び、外部有識者による効果検証や課題分析

（委託調査）を行い、参考事例をまとめる。

○ 平成29年度以降に、各地方公共団体が自らの取組に

ついてPDCAサイクルをまわす際の参考となるよう、外

部有識者の評価手法等を分析し、地方創生に向けた先

駆的な事業における効果的な事業評価及び課題分析の

手法をとりまとめる。

【目的】

○ 地方創生の更なる深化のため、地方創生加速化交付

金の採択事業について外部有識者による効果検証と課

題分析を行い、各地方公共団体が地方版総合戦略に基

づく取組を効果的に検証・改善できる体制や環境を整

備する。

地方創生加速化交付金効果検証分析
平成2８年度第二次補正 2.0億円

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

○ 地方創生加速化交付金の採択事業について外部有識者に

よる効果検証と課題分析を行い、効果的な検証・改善に向

けた取組を支援することで、PDCAサイクルの確立が期待。

期待される効果

外部有識者を調査対象となる事業に取り組む地方公共団体に
派遣。

交付金の実施計画で設定されたKPIやそのほかの定量的なア

ウトカム指標により、事業の効果や進捗状況を客観的・定量的
に評価。

事業業績に関する定量的評価等に基づき、今年度の課題を分
析し、次年度に向けた改善の方向性を提案。

外部有識者による効果検証

分野ごとに、事業の効果検証結果を比較・分析し、効果的な事業

の効果検証方法や課題分析手法のあり方をとりまとめ。

効 果 検 証 ・ 課 題 分 析 手 法

調査対象事業の効果検証結果について、各地方公共団体等

が参考にできるよう、参考事例集としてまとめて公表。

効 果 検 証 結 果 の 公 表
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地⽅創⽣加速化交付⾦の実施スケジュール

平成28年２⽉中旬 第１回募集・申請締切

３⽉中旬 採択事業の公表（第１回募集）

３⽉下旬 交付決定（第１回募集）

６⽉中旬 第２回募集・申請締切

８⽉上旬 採択事業の公表（第２回募集）

８⽉下旬 交付決定（第２回募集）

９⽉下旬 第３回募集・申請締切

11⽉下旬 採択事業の公表（第３回募集）

12⽉上旬 交付決定（第３回募集）

平成29年３⽉末 地⽅公共団体において採択事業を完了

５⽉中 地⽅公共団体の出納整理
６⽉以降 地⽅公共団体において外部有識者も交えて採択事業の効果検証を

実施し、議会において効果検証結果を確認。
⇒ 効果検証結果が取りまとまり次第、国に報告

地⽅創⽣加速化交付⾦の交付
を受け、各地⽅公共団体にお
いて採択事業を実施
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地⽅創⽣加速化交付⾦効果検証分析の概要

Ⅰ．地⽅公共団体の効果検証結果の分析
①地⽅公共団体による効果検証結果のとりまとめ
• 地⽅公共団体が提出した地⽅創⽣加速化交付⾦の交付対象事業
に関する効果検証結果を確認・とりまとめ。

②効果検証結果を踏まえた分析
• とりまとめた地⽅公共団体の効果検証結果について、特にKPI

の達成度の観点から、分野別・地域別に整理。
• 効果検証結果の整理に際しては、平成28年度に実施した地⽅

創⽣先⾏型交付⾦（平成27年度）の効果検証結果（参考１及
び２を参照）等と⽐較し、全体的な傾向を分析・把握。

Ⅱ．検討委員会・ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの設置・運営
①検討委員会
• ６名程度の外部有識者で新たに設置。
• 地⽅公共団体の効果検証結果を踏まえ、効果検証分析事業で⾏
う詳細な事例研究の評価・分析⼿法等を検討。

②ワーキンググループ（WG）
• ３名程度の外部有識者（そのうち１名は上記検討委員会のメン

バー）による４つのＷＧを新たに設置。
• ＷＧごとに２〜３テーマ（全体では９テーマ）程度を担当し、

地⽅公共団体からの効果検証結果に基づく事例研究を実施。

Ⅲ．事業効果に関する事例研究
①電話・メールによるヒアリング等を通じたKPIの達成状況等に関する調査【90事例程度】
• 検討委員の意⾒を踏まえ、９つのテーマごとに先進的な事例を10事例程度（合計：90事例程度）を抽出。
（注）９つのテーマは「ﾛｰｶﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（地域商社を除く）」、「地域商社」、「農林⽔産業の成⻑化」、「DMOを含む観光振興」、「地⽅移住・

⼈材育成」、「⽣涯活躍のまち」、「働き⽅改⾰」、「まちづくり」、「⼩さな拠点」
• 地⽅公共団体への電話やメール等による照会・ヒアリング等を通じて、KPIの達成状況、KPIの達成状況に係る要因、今後の事業の展望
等⾃⼰分析の状況を把握・分析。

②現地調査も含めた詳細な事例分析【30事例程度】
• 上記①の調査の結果を踏まえ、９つのテーマごとに３〜４事例（合計：30事例程度）を抽出し、抽出された30件程度の事例に対し、

検討委員会またはWG構成員等による詳細な現地調査を実施。
• 現地調査は、現地の⼈⼝動態や経済の動向、対象事例の概要等を整理した上で、当該有識者に⼗分に説明したうえで、地⽅公共団体及

び複数の関係者等への現地ヒアリング及び意⾒交換を⾏い、対象事例の効果の実態や、横展開に資する⽰唆等を調査。
• 上記の調査結果を踏まえ、必要に応じ、交付⾦事業の設計や進⾏中の事業の円滑な遂⾏・⾒直し・改善等に係る提案を実施。

③地⽅創⽣関連交付⾦事業の新規⽴案や事業改善に資する⼿引き（案）の作成
• 上記①及び②を踏まえ、事業設計、KPIの設定及び効果検証結果の次年度等への反映⼿法をまとめた⼿引きを作成・公表 21



（参考１）地⽅創⽣先⾏型交付⾦の効果検証結果①

• 地⽅創⽣先⾏型交付⾦（地域活性化・地域住⺠⽣活等緊急⽀援交付⾦（地⽅創⽣先⾏型））は、
「地⽅への好循環拡⼤に向けた緊急経済対策」（平成26年12⽉27⽇閣議決定）に基づき、平
成26年度補正予算に計上（国費：1,700億円）。

• 地⽅創⽣先⾏型交付⾦には、基礎交付（1,400億円）、タイプⅠ・タイプⅡ（併せて300億
円）の３つの類型があり、各類型ごとに、地⽅公共団体（都道府県及び市町村）の申請に基づ
いて、交付対象事業を採択・交付。

【基礎交付】執⾏額1,396億円・12,866事業
 地⽅公共団体による地⽅版総合戦略の策定及び地⽅版総合戦略の策定に先⾏して⾏う事業
であり、地⽅版総合戦略に位置付けられる⾒込みのものを⽀援。

 地⽅版総合戦略の策定を要件に、⼈⼝や財政⼒指数等といった客観的基準に基づき交付。
【タイプⅠ】執⾏額236億円・1,038事業
 RESAS等客観的なデータやこれまでの類似事業の実績評価に基づき事業設計やKPIに基づ
くPDCAサイクルなどの仕組みを備えた、地⽅公共団体の先駆的事業について、地⽅版総合
戦略に関する優良施策を⽀援。

 地⽅創⽣推進交付⾦等と同様、地⽅公共団体からの申請について、外部有識者の評価を⾏
い、それに基づいて対象事業を採択・交付。

【タイプⅡ】執⾏額67億円・1,549事業
 地⽅版総合戦略推進のための事業の実施を⽀援。
 平成27年10⽉中に地⽅版総合戦略が策定されることを要件として、１団体当たり1,000万
円を上限として交付。

＜地⽅創⽣先⾏型交付⾦の基本的枠組み＞

＜地⽅創⽣先⾏型交付⾦の３つの類型＞
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（参考２）地⽅創⽣先⾏型交付⾦の効果検証結果②
＜効果検証結果の概要（平成29年３⽉末時点）＞
• 地⽅公共団体では、基本的に平成27年度に事業を実施し、平成28年度に効果検証を⾏ったと
ころであり、今般、地⽅公共団体から報告のあった効果検証結果について、国において取り
まとめ。

• KPI達成事業（申請時にKPIを少なくとも1つ達成した事業）の割合は、基礎交付65.6％、タ
イプⅠ（上乗せ交付）77.0％、タイプⅡ（同）64.4％。

• タイプⅠは先導的な事業を対象に外部有識者の評価を経て⽀援することとしたため、タイプ
Ⅰとそれ以外のタイプとの間でＫＰＩの達成率に差が発⽣。

• 国においては、効果の⼤きかった事業や、KPIが達成できなかった事業について要因分析等
を⾏い、今後の地⽅創⽣推進交付⾦等の運⽤の参考とする⽅針。

＜効果検証の具体的内容＞
対象事業数 (a) KPI達成事業 (b) 達成率 (b/a)

基礎交付分 10,950件 7,188件 65.6％

上乗せ交付分
タイプⅠ 948件 730件 77.0％

タイプⅡ 1,291件 831件 64.4％
23


